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障害者自立支援法における就労支援 

 



障害者がその能力や適性に応じて、より力を発揮できる社会へ

働く意欲や能力のある障害者の就労支援働く意欲や能力のある障害者の就労支援

○ 福祉施設利用者や養護学校卒業者に対し、一般
就労に向けた支援を行う「就労移行支援事業」を創
設

○ 障害福祉計画において、就労関係の数値目標を
設定

○ 定員要件を緩和し、離職者の再チャレンジや地域
生活の移行に対応

【障害者自立支援法による改革】

○ 支援を受けながら働く「就労継続支援事業」に目標
工賃を設定し、達成した場合に評価する仕組みを導
入

○ 福祉・労働・教育等の関係機関が地域において障
害者就労支援ネットワークを構築し、障害者の適
性に合った就職の斡旋等を実施

○ 施設を出て就職した者の割合が少ない。
（施設利用者の1％）

○ 授産施設の工賃が低い（平均月額15,000円）。

○ 離職した場合の再チャレンジの受け皿がなく、就職
を躊躇する傾向がある。

【福祉分野における課題】

○ 養護学校卒業者のうち、約6割が福祉施設へ入所
しており、就職者は約2割にとどまっている。

○ 雇用施策、教育施策との連携が不十分
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